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資本の限界効率と使用者費用

投資決定と供給価格の関1**一一

瀬地 山 i1& 

I はじめに

使用者費用は，現在と未来を結ぶ環のひとつを栴戒するのというのは，今

期の生産規模を決定するにあたって，企業者は設備をいま使いきってしま

うか，のちに使用するためにとっておくかの選択をしなければならなL、か

らである o 使用者費用の大きさをきめるのは，資産を現在使用するために

生じる，将米1'U潤の期待段位{直である。今期jの生死規模は限界要因費用，

限界売上額とこの限界犠牲但によって決定される。 GT， pp. 71-2 

資本の限界効率を主として，資本設備の経常収入と Lてみなすことは，現

在に影響を与える将来の変化がない静態的状態では正しいだろうが，その

誤ちのために，今日と明日のあいだに存在する理論的連関をたちぎるが;果

になった。 ・・・・静態的状態の仮定が今日の経済理論にしばしばおかれてい

ると L寸事実のために，理論の中にきわめて非現実的な要素をもちこんで

いる Lかし使用者費用と先に定義した資本の限界効率の概念を導入すれ

ば，今日の経済理論を現実にひきもどす効果がある，と私l士思う

GT， pp. 145-6 

理論を現実的なものにするには，現実の行為が将来のことを考慮しながら決

水 木論文は1984年度経済学史学会(:m:北大学)， および1985年秋の現代経読手研究会における三
つの報告をもとに拡張Lた。学会!とおし?と討論者として有誌なコメントをいただいた根岸隆教授
および菱山;J'-;.教授をはじめとする現代経済学研究会。会員にm:~M の気持を申しのべたい門
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定されている，と L、う動態を認識する必要があり，その認識の現論的概念とし

て，使用者費用と資本の限界効本は重要な意味をもっ。~一般理;晶』から引用

したふたつの文章は，ケインスが，この二つの椀念に寄せていた関心の深さを，

伝えている。また使用者費用，資本の限界効率ともに，企業に関連する慨念、で

あるから，ケインズの:l(J心は， ~一般浬論』の中で重要な役割をになっている

企業行動の動態に向けられている，といってもよいであろう。とりわけ資本の

限界効率は，投資を行う企業者の将来にかんする見込み(アニマノレ・スピリッ

けを表わl.-，経済全体の投資水準に大きな影響を与える，と考えられてきた。

マク戸・そプノレにお日る投資の豆要性合考えれば，この概念の動態的性格を強

調したケインズの意図は，容易に理解できょう。

しかし使用者費用の概念については，どうであろうか。あるいは，使用者費

用と資本の限界効率との関係は?どう見るべきか。これらの点について，ケイ

ンズはし、くつかの重要な示腹手子与えているが，十分系統的に論じていると，:l:C、

えない。

本稿の課題は，資本の限界効率と使用者費用のあいだに内在する関係争あ

きらかにすることにある。以下に論証してゆくように，両者の関係は，企業が

投資決定を行うにあたって，同時に，その投資した設備により生産される製品

の価格を，ある政策にしたがって供給価格として決定する，という現実の企業

行動を反映したものである。したがって，このふたつの槻念を導入することに

より，理論に現実性を与えることができるとしたヶインスのねらいは，言葉を

かえれば，マクロ経済学のミクロ自司法礎に，投資とそれに整合的な供給価格を

決定する企業を導入することであ石，と考えることができょう。

論証を干すなう準備として，第2節で，使用者費用について説明する。第3節

では，使用者費用セコス 1，0)一部として含む供給仙格について論じるo 最適投

資と供給iUli格の関係は，第4節て分析される。 Lたがって第4節は，本摘の中

心となる節である。ところで，資本の限界効率U吏用者費用を導入する企業行

動の分析は，他の学説にくらべて，どのような特色をもっているだろうか。第
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5節では，結びにかえて，このような接近の判点および留意すべき点を，いく

つか示すことにする。

11 使用者費用とはなにか

「一般理論』第6章によれば，使用者費用とは，企業が期首に所有していた

資本設備，仕掛品，原材料，製品在FI:L!:.~{の資産を，生産に使用したために生じ

る，その資産のi高価である。この定義は，いわば会計学的定義ともいえるもの

で!使用者費用とは減価償却のことである，という誤った単純化に導きやすい。

ケインスが，使用者費用をどのように考え亡いたかを理解するには，第 6章の

イj録にある説明を参照「るのがよい。胃E互の使用者費用にかんする引用文も，

この付録にある一節である。付録にお円る使用者費用を，簡単な Eデノレを用い

て，定点化してみよう。

仮定 1，企業者は，労働Lと資本用役Hやも ιいて，産出Qを生産する。 2

企業者は今期 0と)¥(期 1の2勤間を考慮に入れて，生産および投資を計画する。

3 企業者は今期の期首に資本設備の購入を副幽し，その設備が提供しうる給

用役はHである。また企業はすでに，金傾にしてSの資本設備に対する投資を

行っており，その設備は完全利用されている。 4，両期間中に技術進歩はなく，

今期および来期の生産は ，Qo=F(Lo， Ho)， Q，=F(L" H，)， H，+H，=Hな

る技術の制約にしたがう。すでに購入された資木設備は，仮定3より， ~I 画ど

おりに利用されるから，今期と末期にそれぞれ Q" Q，の固定産出量を Lo，

L，の固定労働量をもちいて生産する。生産関数Fは， これらの設備の影響を

体現しており，安定条件をみたしていると仮定する。 5 利子卒を{とし，こ

れは米却jの数値を現在値に還元する割引率でもある。

産出，労働，資本山役の今期の価格を Po，Wo， V，産出と労働の来期の予想価

格と Pl"，四 1<' -c示す乙とにすれば，企業は利潤の現在価値

It』知7メ{包h叫仙0品Q仏0 叫 v(吋(1+村刊2の)刈J

v(l十zοi)'H，}-S



を，制約

Q，=F(L" H，) 

Q.ニ F(L"H.) 

H=H，+H. 
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にしたがって最大にするように，今Jmの投入と産社lを決定する。
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1階の条件より，今期の価格と費用のあいだに，次の関係が得られる。

Fニ{印。坐ι+〈1+OJHol L|ρ ，dQ上 zuedLIー

l-' dQ， ，~""' dQ， J 1十ilF' dQ， ~. dQ。

(1) 

上式右辺の第 1 七日は，労働と資本用役という生J~:要 l司に支払われる，限界要

因費用でおり，第 2項l主，今期の産出を 1単位増加したことにもとずく，末期

の利潤の子怨犠牲伍(現在価値〉を示している。ケインスは後者を限界使用者

費用と呼び込'それと限界要肉費用の不，11をHl界土要費用と定義している。今期の

産出が来期の利潤に影響を与えるのは， 2j叫にわたって使用可能な資産が存在

するからである。 L丈一がって米瑚の仙[格予想の変化に上り，今坊の産「刊は当然

変化する。すなわち耐久的な資本設備およびストックとして保有可能な原材料

が存在する企業のばあい 3 企業者の将来にかんする予想が，今却Jの生産に影響

を与えるという動態的な関係が発生するυ。

旧短期供給価格と長期供給価格

このように，争期間にわたって生産にかぶわる耐久資産の存在は，今期の生

産費用として，安肉費用だけでなく，使用者費用を発生させる。上式の右辺は，

今期の産出 Q，を供給するにあたっての限界費用，すなわち Q。の水準のもと

1) 'j でに設備が過剰になっているばめい， H=}-]l +H2なる制約は有効でないことになる。こう
いろケースぜ使用者現用をど弓n定するかについて ケイソズばい〈っか"'O1Jをあげ，設耐白更

新町目にそくした拝定を行なっている。本町Eは，止命l一両iとそれに照応する供給価格の関係を
考えることを課題としてし 1るから!そ札らDケースにコいては「結び」で言及する。ともあす"
使用者賀川という概念が，生産したものは売れるという何ケインスnり状況を前提にしている
と考えーじまな fjなL、。
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での供給価格，のことであ苔から，乙の供給11m格が伝統的な供給価持と異なる

ことはあきらかであろう。ケイ Yズは，同じ第 6~の「使用三者費用にかんする

イj録」のなかで，供給価指を限界要因費用に等しく決めるという伝統的な手続

きについてふれ，その手続きが正当であるのは，限界伎児者費用がゼロである

か，あるいは，国民所得の決定に用いられる総供給価格のように，もともと限

界使用者費用を控除して定義された供給何格のばあいであって，企業の価格を

明示的に検討するには，限J77、使用者費用といっファクターを考J告する必要があ

る，と:l:?;tえしている O

ケインズの定義する短期供給価絡とは，上式の右辺の第 1項〔限界要因費用〉

と第 2項〈限界使用者費用)の和ヲ すなわち限界主要費用のことである。 Q。

とL、う今期の産出品を生直するにあたコて，企業が最低限要求する価格である

〈これを N とする)0 この短期供給価格のほかに，企業がより長期的視点か

ら関心を持つ，長期供給価格がある。とれは投Tされた総費用を，不確実也を

考慮にいわて，ある 定の矛Ij澗をともなって回以する，供給価格である。

長期供給価格は 3つのファクターより構成される。まず平均主要費用。これ

は今WJに投資される設備だ吋でな<.これまでに投資された資本設備を合む，

すべての設備の耐周年数にわたって. I適当に平均された」主要費用の予想値

である。 2存目のファクタ は平均補足的資用である。設備の減価は，使用者

費用のように，最適産出主を生Fをす5ために生じる「白発的」なものだけでは

ない。単なる時間の経過，新技術の!日現，市{画の変化，災害による破壊等にも

とづく「非自発白JJ滅何もある。資本の価値を長期的に維持するには， この

「卦自発的」減11町に対する手当も必要である。これを設備の耐周年数にわたっ

て予想し，適当に平均したのが，平均補足的費用である O 平均主要費用と平均

補足的封用を加えたものが長期費用である。さて長期1供給価格は， ζ の長期費

用に，利下・危険費用を加算してえられる。後者の費用は，資木設備に対する

総投下 ストに，その設備と同等な危険と期間をもっ貸什に対する，利子率を

かけたものに等しい。すなわち，長期供給価格=平均主要費用+平均補足的費
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月+平均利子・危険費用になる。右辺の ðf~ 3項は純利f叫マージンを示し，第 2

顎と第3項の和l主，粗利潤マージンを示している。長期的には，この水準のfilii

格を企業は要求するわけである。

使用者費用および補足自J費用などの概念をももいて，短期および長期の供給

価絡が以上のように定義される。したがって，これらの概念に注目すれば，長

期均衡におし、て，短期供給価格と長期供給仙格の聞に，ある闘係の存在する ζ

と由主つ由主る。

それゆえに企業者は，設備を購入も Lくは建設するにあたって立要費用の

限界値がその平均値を超過する分が，補」己的費用，危険費用と利子費用を

カヴァーするものと期待しなければならないロしたがって長期均衡におい

ては，限界主要費用が平均主要費用を超過する分は，補足的費用，危険費

用と利子費用の和に等しい。 GT， p. 68 

短期供給価絡は限界王要費用に等ししまた長期供給11l1i格は，平均主要費用

と補足的・危険・利子費用の和であるから，企業が新投資を計四しているとき

には，短期供給価格と長期供給仙i格が予想されている。また長期均衡において，

両者は等しくなる。これがこの引用文の指附する，短期供給価格と長期供給価

格の関係である。

「設備の耐周年数にわたって適当に平均された」平均値はあいまいさをまぬ

がれないかIj，り|月文の内容を前節のモデノレをj甘い，総飢のタームで書きなお

してみる。なお今期，米期の産出，労働，資本用役にかんすQ数量はいずれも，

利潤の現五価値を最大にする最適値を主主;味するものとする。

引用文の趣旨はョ投資を言l阿するにあたって，予想粗利i問が資本価値を維持

するに必嬰な粗利il'，~を下まわフてはならな L、，ということである。今期および

A . 
未加の予想、粗利潤(!l!在位〉はョ図より明らかなように， と ，Bで

l十， - (1+i)' 

あるから，との和が資本lilft{f1'iのまF持に必要な粗利潤にすくなぐとも等し〈なけ
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( 2 ) 

である。左辺第 1項の { }の部分がA，第 2項のの部分がBにあたる。

長期均衡が成立しているときは，学号が成立するc

IV 投資と供給価格の決定

ケインズが示唆している短期供給11m格と長期供給価格の関係，両者が等しく

なる長期J均衡の状況を，このょっに総額のタームで表示すると!ただちに次の

ような i~半献が阿j 古旨になる o

止式 0，二辺が右辺よりよきくなっているばあい，新投資 (vH) により，企

業の総投下資木 (S+vH) には， (複利で見て〉よの正常利7閏卒をこえる利潤

の可能性が予想されてL、ることになる U したがって企業の新投資は過少であり』
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企業〔あるいは産業)はさらに投資をす斗めて規投の拡大をはかり，いっそう

大きな利潤をうる見込みがある O 左辺が右辺より小さいときには， %li投資計画

vHは!総投下資本に対する正常利J洞をあげることができないと予想されるか

ら，度資I1囚は過大であり，計[白士紡少する必要がある。同辺が等しくなると

き，つまり長期均衡におし、ては，企業(あるいは産業)の新投資計聞が適正で，

それ以上の投資も，それ以下の投資も企業にとって不利になる投資水準である。

このように長加均衡には，いま述べた怠味の， i投資の均衡」が対応してし、る u

総投下資本 ("H+8)はちょうど正常利潤をえて，企業や産業円規模は，新し

い可能性が出況しないかぎり，不変にとどまる。

ところで!マクロ経済学においては，投資の決定は，資本の限界効率と利子

率のタームで論じられるのが通常である。またケインズ自身，これらのタ ム

で投資の決定を説明したことはよく知られている。この文脈で論じられる投資

の決定と，長期均衡に対応する「投資の均衡」がどのように関係しているのか，

この問題を次に考えてみる。

はじめにケインスによる資本の限界効率の定義を引用し亡おこう。

ある資不資産の子想収主主とその供給価格あるいは置換費用とのあいだにあ

る関係，すなわちそのタイフU の資本をもう 1単位追加したときの予想収益

とその 1単位を生産する貸用との閃係はそのタイプの資本の限界効率をわ

れわれに与える。もっと正確には，その資本資産が存続するあいだにあげ

ると期待される，収拾によって与えられる年金の系列の現在価値を，ちょ

うどその資産の供給価怖に等しくする割引率に等しいものである，と資本

の限界効率を私は定義すZ。 (;T， p. 1'10 

木前のそデノレに且lLてこの定義を表現すれば，次の上うになる。追加的資本

資産はモデノレのHにあたるの vHはこの資産の供給価格である。この追加的投

資により!最適生産が行われると仮定して予想される収益の流れは，Po'(Q。
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Qo) 即 oCLo-Lo)，ρ，CQ，-Q，)一日ピ(L，-L，)である。 Qo，Lo， Qh L1はい

ずれも最適値であり Qo.Lo. Qr. L1 は，すでに設置された資本設備にかんし

て計画されていた数値である。したがって資産Hの資本の限界効率んは，次

式により定義される。

vH= r};:: {Po'(Qo-(20)一町(ん Lo)} 

十ず訂正{p，c(Q，-Q，) 凶 ，"(L，-L，)}

現実の投資は，この資本の限界効率が利子卒を超過するような，資本資産が

もはや存在しなくなる点まで，すすめられる o jJlJの言葉でいえば，予想収益の

系列を利子'1'で剖ヲ|いた現在価値(投資の需要価格〕が，投資の供給価格に等

しくなる点まで，投資はすすめ bれる。均衡においては，したがって択の関係

が成立L-Cいる O

山
一Z即UパL，一L，)刀} 

=vH 

= l {pd(Qo-01〕-nyo〔Lo 王。)}+ …/~，---~{戸以 Q ， -Q，)¥1+im)'  

叩 ，'(L，-L，)} (3) 

資本の限界効率が利子率より大きいとき，投資の需要価格がその供給価格主

上まわるから，投資は過少であり，投資をもっとすすめるりが望ましし、。逆の

ばあいには，投資計阿古縮少する必要がある。資本の限界効率と利子率とを等

し〈させる新投資は，したがって最迫な水準であり，新投資はそこに決定され

る。

きて，資本の限界効率と利子率のタームによる投資の決定と長期均衡におけ

る投資との対応を考えると主に Lょう。

投資の需要価格にもちいられている利子率は，その投資と同じ期闘をもち，
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同じ危険をもっ貸付 lこ対する経i市利子率であるから，これは(2)にお付るよと

同じであるとみてよし、。ぞうすれば新投資が，限界投資として， (3)が成立す

るように決定されるということは， そり新投資がに相当ずる正常利潤をと

もなって回収される，と予想されていることにほかならない。

J三の Eきすでに投下されている資本3にかんして，

PoSQo← μ。Lo， Plc(11一日l
cL1_ c' 

1+，' (1+わ

すなわち， sも同じE常利潤をあげる正予想されているとすれば， (2)， (3) 

は同値で，いずれの罫準をもちいても，決定される新投資は同一である O しか

しそうでない場合， (2)， (3)による決定には差異が生まれる。投下資本全体

とLて Jに相当する正常利潤を獲得すると予想される新投資の水準は，新投資

のみにかんする (3)の法準からみれば，過大であったり，過少であったりする。

これは従来指摘されてきたように， (3)の基準が，厳密には「資本」の限界効

率ではなくて， r投資」の限界効率に依存していることによる差異である。

(2 )による新投資の決定は，投下総資本を考慮しているところから， (2)がよ

り一般的な基準とみなしてよいであろう。

さて第2節で説明したモデノレの一階の諸条件と (2)より，新投資が決定され，

それと同時に!今期および来期のよl産計阿 (Q" Lo， Ho)， CQ" L" H，) と，

今期の生産物の短期供給価格が決定される。投資と産出置の関係については，

すでによく知られていることである。ここで注目しなければならないのは，投

資の決定と供給価格の関係である。投資および使用者費用を構成要因とする短

期供給価格は，いずれも，企業の耐久資産が，不確実な将来期間にわたって使

用されるという事実を考慮に入れて，決定される。不椛実な将来であるとはし、

え，企業はいまから投資によって取得する資産価値が，ある利潤をともなって

同収きれるという予想、がたたなければ，その投資を行わないであろう。使用者

費用を含む短周供給価格は，このことを可能にする企業の供給価格であり，技

資計画と整合的になるように，投資と同時に決定される。資本の限界効率と使
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用者費用主動学的な概念として重視したケインズの『一般坦諭』は，そのミク

ロ的基随として，以上のような企業保セ背景ιlo-(いると考えるべきである。

この合業像は現実的といえるか。現代企業における設備投資決定の fロセ λ

と基準をめくる，浅沼l均旦による最近の研究を参照しながら，この問題を簡単

に検討しておこう。白木の自動車工業における「新毛デノレのための投資」を例

にとる久現在日本の作業では1 乗用車の場合 4年ごとにフノレ・そデノレ・チ

ェンシを行う慣行になっている。そのための作業は。ある車和の新製品が市場

に送りH-¥されて早くも 1年後に，スタ トLている。したがって，その車種が

さらにモデノレ・チェンジをして市場にあらわれるのに，約 3年の開発期間がか

かってい台。開発期間は開発段階，生産準備段階，宣産試作段階の 3段階より

なる。開発段階は，新モデノレの開発構想が閉され，デザイン，目標原価，目標

品質，目標販売台数， 1台当り利益などの而にかんする検討をへて，試作 1号

車が作成きれるまでの期間である。#e照準備段階は，試作 1号車の完成時点か

ら，量産試作 l号車が完成するまでの期間にあたる。新モデノレのための設備投

資の中で j 大きなウェイトを占めるのは，この段階における，量産のための設

備投資である C 設備投資訂同の大綱は，部品の内外製をどのような比率にする

か，プ ν ス加工千組立 O)_l~程を委託するかどうか，によって決まってくる。こ

の意味で，開発段階にお日る，原価にかんする企同，部品生崖をどこで行うか

を伏める「工程の設定」は，生定準備段階の設備投資に大きな影響を与える。

こうして，設備計画の仕様がさめられ，その発Ii:，検収，テスト，詞整E行い

ながら!同l時r部品の仕入先の選考?部lrjj最終価格の確定を行い，量産試作 1

号車が完成する。さいこvの量産試作段階は，量産試作 1号車の完成を見て，量

産 1号車が市場に出る(ラインオフ〉までの期間で，ここで開発期間は終了し，

その後量;度が開始される。

以上の設備投資決定のプロセプ、において，われわれが関心をもつのはまず，

2) 設備投資決定の旦i~町山プロセスにかんする説明は，参照ヱ此にかかげた 訣沼高理による 述

。研究に負っている。とりわけその第3論文を参照されたし、。
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設備投資決定と肱売価格決定のタイミングである。浅沼の指摘によれば j-開

発段階のどこかで，単なる基本仕様やデザインだけでなく，より詳細な卓り細

部計阿を前提として，そのセデノレの車の目標原仰とその基本配分，目標品質，

日探販売介数， 1 i~Ì'当 1) 利益等とリ月]アップした商品計画J~) が}ップ・マ

ネジメ Y トの承認をえて作られるのであり，したがって設備投資が実際に行わ

れる生産準備段階以前に町生産準備部門の仕事はスタ トしている。 Lたがっ

て設備投資と供給価格の仇定は同時的で相互に連関 Lている 左芳去る本論文

のそデルは，耳1，実的妥当性をもっているといえよう。

われわれのモデノレはさらに投資の決定にあたって，補足的費用，危険および

利子費用を考慮した iを恭準にしている。 これは実際的には， 投 資 収 益 率

(ROI) に相当する茶準である。 向動車工業で用いられているのは， 1台当り

目標利誌という利潤マージンの基準である。もちろん(1台当り目標利益×目

標販完台数〉 設備投資総額によってサ 実質的には ROI と同じ基準になると

もいえるが，実際に採用されている基準は ROIではない。しかしわれわれに

とって重要なことは，基準の形よりも，基準の示している原理である。 ROI，

利潤マージンのいずれとも，設備投資を一定の利潤をともなって回収する，と

いう見込みをもった販売価格を設定している。 I長期均衡」におげる短苅U-l、給

価格はこの点でも，現実的根拠をもっているヘ

V 結び

投資の決定と短期供給価格の決定りあいだに見られる関係について，前節で

分析した。結びとして，従来の価格論，マグロ分析における関連する問題の取

3) 浅間百J3論文 p. !1.i. 

4) 例に引いた日本のH到中工業むように，いわゆる主主占段附にある企業の設仙投資決定とウイン
スのそ }Lとを比較するミとには，ケインズ自身自由競争を前提にしてレるのだか):'，時 t指誤が

あると出われるかも知刊ない。しかしそうではなL、比較の本質は，自由競争段階であれー寡占
段階であれp 企;灯よ投資を行うことにより， 不可避的に， l、曜実な将米Lコミッ l寸るのとあ
り， その事実のために，投資をある利潤をともなって回収する価絡を，投資と同時に程合的に計
四し市町ればならなレ! ということである。 Lたがって，~~j月平をおーそれ「にいえばサ この意味で
の「管理町市宇」は!自由fZt"fl-l'町若立も必然的に存在する。
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扱いを参焔しながら， この分析のもつひろがりや留意すべき点を，簡単に指摘

しζオdき'1-こし、。

(1) マクロ分析における価格の取故い 国民j知性の決定を説明し，財政・金

融政策の効果を論じるのに，いちばんよく用し 1られるのは， IS-LMモデノレて

ある υ またこのそデノしば，開放経済の場合にも拡張さわして，利用されている。

ヒッグスに始まるこの接近の特徴は，よく知られているように，実物タームに

よる分析であり，かっ供給側の事情がなICも反映されていないことである U そ

してこの特徴とも関連するが，物価は所与k仮定されている。すなわち貨幣市

場における貨幣供給を実質化するために，分母にあらわれる物価は，外生的に

与えられてL、る。 r一般理論』第21章 I物価の理論」の文脈をみればただちに

あきらかなように，ケインズの体系を物価所与の同定価格システムと見なすこ

とは，ケインズ体系を単純化したものとしても，当を得ていない。これは供給

側の事情を脱落させたために，当然生じる単純化といえよう。

この短所を補正するために，供給側の分析が必要である。 IS-LMモデノレは

総需要を説明するものと考え，これに総供給の関係を付加的に導入して，より

完全なモデノレが期待できる。そしてこの方法は，ほとんどのマグロ経済学のテ

キス卜で現在基本的に滋認されている万法である Q

そとでまず総供給にかんするケインスの考えを見る ζ とにしよう。経済全体

の生産活助の大きさを示すのに，個別l企業心収売商を単に合iilすれば，ある企

業のJJ17:完高には，今期他企業で生産されたものを原材料とし ζ購入した額も含

まれるから，二主計算になる。これをさ日るために，ポ「ー業の販売高から使用者

費用を控除したものを集計する。使用者費用Uは，会計的には，期首に存在し

ていた資本設備(流動資本，仕出品，完成;品。コ在庫を含む〕と生産に用いない

で，最適に維持したばあいの期末価値 σ，そのための維持費用 R. 生産を実

際におこなって期末に残存している設備制値G，この期間他企業から購入した

最終生産物の価値 A，のあいだの関係より (G'-B)-(G-A，) として算定さ

れる。使用者費用はしたがって，今期の生産において犠牲にされた資本価値で
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ある。 Aを企業の販売高とすれば，経済全体の生産規模は，j昔、供給{同格」ある

いは「売上初J(proceeds) I; (A -U)とし亡，一意的に計算される。 I;(Aー め

はまた生産要闘に支払われる報酬 m肝得〉の総和でもあるから，国民所得にな

る。このように定義することのもうひとつの利，r;;~としてケインズは，限界売上

額を限界安因費用に等しいとおくことが"J能になり，そのために，使用者費用

を無視するか，ゼロと仮定して，供給価格を限界要因賓用に等しいとおく経済

学者が述べるのと同粧の命題に子IJ注することができる， という点をあげてい

るヘ 1949年パティン汗 γが，ケイ y ズ経済l子には供給の自の分析がないとい

うtJt判を行い，その後数年にわたって::;r/，グ，戸パ トソントー 1，vィ等

に上る供給関数の研究"'が進められたのであるが，そのさい注目されたのが，

ケインズがもうひとつの利点として述べた，上記の関係である O 問題のj総官釘[

関数lば土，使用者費用に相当する部分を控除した純生産物をX，その手産関数を

f(N) CN労働)，価格，賃金率とそれぞれ ι日とすれば，利潤最大化の条
四，f(N)

利二を考慮、して PX=}CNアであるというのが，何られた結論であり，これが

今日，われわれが通常受けいれている総供給関数である。

ところで純生産物Xをどのようにして定義できるのかとし寸問題にはふれな

いとしても，この総供給関数においては，I;(A-U)あるいは I;(pQ-U)(Q 

産出量〕が pXとおきかえられることによって，使用者費用の問題は無視され

るようになった。将来にかんする期待を使用者費用は反映するがゆえに，期待

の変化により総供給曲線エ(pQ-U)がシフトするというダイナミックな状況

の叙述がこうして不可能になるわ。それだけ Cなく供給価格止が限界賃金費用

即 /f'(N)のみによって説明される， という行過き、た単純化が生じることにも

。)Gl'.. p. 55 ζのような利点をあげているからといって，ケインズカイ史用者費用乞無視した伏
給価格を認めているのでは，決してない。この日同古価格に付した脚注で，日日告価格から使用者引
用を除外することはj 総tJu右側栴の咳Vciには迫wであっても!個別企業の障JIj1単此に供給仙倍
という問題にとっては!不適切であることを，第6~の付録で論じると，夜は述べている。

6) (J抗告区数をめぐる前争心内容について前 Lくは， 州市。「ケインス体系におげるミクロとマグ
ロ」を参照されヌーいョ

7) 期待D変化により!総需要叫錦iも総供給山総も辿出Jしてンフトする。拙稿「マクロ均衡と期
符」を参同叩
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なった。物価の動きにかんする次のようなケインスの認識とくらべてみれば，

われわれが今日受け入れている総供給関数は，供給の仰lの要因を十分に評価し

ているとはいえないであろう。

おそ bく限界費用の中で，賃金単位と異った割合で変1tL-，また賃金単

位よりいっそう大きい範囲で変化する可能性のあるもっとも重要な要因は，

限界使M者費則である。というのは，雇用が改善されはじめると， (おそ

りくそうなるだろうが〉増大する有効需要により，設備の更新が必要にな

る時期にっし、て，現行の期待に急速な変化がもたらされるとすれば，限界

使用者費用は鋭く上丹 Lうるからである。 GT， p. 3口2

(2) 第 1公準 P短期供給価格 ケインスが肯典派の雇用班論F考えていたモ

デノレは，労働の限界中産物に等しい実質賃金を約束する需要者としての企業と，

その提示額が労働の苦痛に見合うかどうか思案する供給者としての労働者より

なる，う7働市場を前提にしている。労働者に実際に提示される賃金は貨幣ター

ムであるから， このモデノレは1 企業も引働者も実質賃金は貨幣賃金とトjじ方向

に変化すると暗黙に想定していることになる。したがって失業を解決するには，

貨幣賃金の引下げをおこなえばよいと考え bれる。ケインズでは，ひとつに，

貨幣賃金と実質賃金の動きは背離する，さらに，貨幣賃金の変化が総需要に与

える影響が考忠されていない，という論拠からこのような考えを批判した。と

ころでケイ γズは111典派の第 1公準を承認している。その公準によれば，実質

賃金は雇用の期加により低下する。これは賃金財産業が，設備一定の短期にお

いては J 9]'働にかんし収穫逓減であるとみなされることの裏返しである。ケイ

ンバの主張する貨幣賃金と実質賃金の関係3 雇用量と実質賃金の関係につい亡

は，実証的研究にもとゴ〈ダンロップ，ターシュの批判が寄せられ，ケインズ

は完全競争の仮定士棄て，実質賃金の勤きを見るには，労働の限界生産力と需

要の弾力性の双方を考慮にいれねばならないとした。この解容は，第 1公準に
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かんして，すでに『一般理論』の中で認めていた限定の方向にそうものである

といえようへふしぎなことにケインズは， この第 1公準を説明するにあたっ

て，使用者費用の存在は無視しているようである。賃金財価格をヲ使用者費用

を含む短期供給11m格として理解寸れば，雇用主実質賃金のあいだの経験的関係

には，労働の限界生産力や需要の弾力性のほかにヲ期待の変化が反映されるた

めに 3 その関係ば第 1公準から推測される方向に進むとはかぎらないからであ

る。ケイ γズの説明1]'，先に述べた総供給関数およびその仰l格にかんする理解

に，論拠をらえるような内容になっていることは確かである。その意味で第 1

公準は?不用な混乱をひきおこす。それに代置すべきは?われわれが第2節で

検討した， (1)式の型の供給111日格闘数である。

(3) 使用者費用と過剰設備の存在 設備が過剰であれば!午の設備の生産能

力をどの期間にも J 必要なだけ使用しうるのであるから，第2節で定式化した

矩~)l供給価格は町ノh主抱力が完全利用されることを前提にしている。したがっ

て使用者費用も，生産したものが売れるという状況でのみ意味をもっ概念であ

る。ケイ γズはこれと辺の状況を設定して分析したのであるから，第2節の接

近1:;:'ヶィ γ式的ではないという批判が考えられる。この点について次に説明し

ておくことに Lょう。まず第 1に本論文では?新投資と価格決定との関連をみ

ようとしているから，当然新設備にかんしては完全利用されるとしヴ予想が企

業には存在すると考えてよい。もちろん現実の企業間競争の中では，競争的立

場を有利にするために，設備の完全利用が見込まれない場合にも新投資を行う

という戦略的投資も存在するが，本論文に見合う抽象度のレベノレでは，第 4節

で参照した「新モデルのための投資」の，(うに， 目標販売台数に応じた設備の

規模を選択している乙一般化しておくりは適切 Eあろう。乙のように考えれば，

現在存在する過剰設備は，その建設もしくは購入同点で将来の完全利用を見込

んで作られた訂西が，下想どおりに実現できなか v た結果であるo そのとき限

8) GT.， p. 5. t事l公平はl 競争や市場が不完全である場合，ある原理にしたがっ亡，揖乱される
よ二と乞ヶインスはH言してし、る。
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界使用者費用はどうなるのか。その場合でも限界使用者費用は有効な概念であ

る。

ケインスは設備が過剰な場合の使用者費用について I船舶または工場，ま

たは機械の使用者費用は，これらの設備が過剰供給になっている場合，その推

定更新費用乞過剰状態が吸収される将来日附ま℃の利子および経r高補足的費

用の百分半で割ヲ|し、たものであるJ(GT， p.71)と述べている。 ケイン入の考

えている内容を筒単なケー凡で説明すれば，次のようになるだろう。耐用年数

と年間能力産出量について，ある計四をもった投資が行なわれたとする。その

設備は耐用午数や年間能力産出量;がけの総生産能力 QFをもっている。いまこ

の能力のうち(1 α〉が使胤され，a:Qpが残存していると仮定する。さらに，

ζ の設備は今からT年後に過剰でなくなると予記されているとしよう。簡単化

のために，残存能力 αQFは，T年間均等に使用されると考えよう。 T年後の

設備の予組更新価格を IT".Tから今期，ぅK期， **期等への割引率をそれぞ

れら7'. 711'， ιT，. . . .ん h T とすれば，各イlの限界使用者費用は，

ITe IT' ITe 1/ 
QF(l+;;町)' Q，(l十'2T)， QF(l十[1'-1， T)' QF 

になる。この限界使用者費用により T午後に αIT' の更新費用が積みたてられし，

T午問に使用した能力の割合 αに比例した，設備更新が可能になるω。本節の

(のにおいて引用した文中にある 3 更新時期に関する予想の短縮と限界使用者費

用上昇の関係は，Tの短縮により、 ん(向山 〕が減少するために生じるわ

けである。

9) 新投資の場合，限界使用者白けは!今j剖にその設怖を使用するために生じる来期利潤の犠牲官
であるのに対し，設怖が過剰な城市の限芥使用者費用はその設仙の更新費用に関連させとめる。
[町方のケースで，限界使用苫i-1';月第定。旦;~主に不統ーであるように見えるが，実(まそうでない。
設備の更新価格は!ーとの設陥刀、克細川点以比将来にわたって稼得すると予想される利潤凪更
新時点での現定価値である。、副翫羽1が吸収されるまでの期間， i!liにその過剰な設備を生産に使
用せず靴作す oならば，その設備で， :NTr設備のあげる利潤(吏祈時点現在値〉を1 残存能力iこ
比例して取得す。こ主が可能であろう。したがって更折時点までの生産にその設備を使用するこ
とはすこの設例でいえば α1，'の干]潤を犠牲にすることと同じである。 T時出までの使用者賀市
(えまさにこ町大きさである。ゆえに両今 スでの::0:定基準は同じである。
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新投資のケ スでの短期i叫給[阿倍は，投下資本をある利潤をともなって回収

する価格であることを先に理解した。過剰設備がある場合の短期供給価格は，

この設例か b理解できるように，使用した能力に比例した更新を可能にするよ

うにヲ投下資木を回収する価格になる。このようにケインスの短期供給価格論

(;;:，不唯実な変化の中で投下資本の価値の維持をはかる，すぐれて現実的で動

態的な企業者の行釘を表現しているといえよう。

過剰設備セかかえる企業もあれば，新投資にむかう企莱もあるo それだけて

はなく同じ企業の中で，ある設備は過剰でありながら，別の部門や工程で新投

資を行う企業もあるから，Z;(A-U) にお円る U，あるいは経済全体を擬制的

にひとつの企業とみなす場合のUについては，複雑な要因が関係している u し

かし土とで説明はできないが2 ふる妥当な条件のも Fで，知期供給仰l格は今期

の産出量ヲならびに末期の予想価格にかんして増加関数であることが論証でき，

その性質をもちいて，インフレーションやスタグフレ ションの状況を解明す

ることが可能である。使用者費用およびそれを構成要凶とする短期供給価格の

概念は，いっそう活用きれねばならない概念である。

(4) 通常の供給何格論とのちがい 限界費用をその産出量の供給仰格とする

通常の仙格論とのちがいについて，さいごに触れよう o 差異としてまず指摘し

なければならないことは，通常の価格論の場合，限界費用にはいるのは，産出

量とともに可変的に使用される生淳一要素のみであるのに対~，短期供給価格で

は，設備などの同定的生産要素の，使用にともなう犠牲額も限界使用者費用と

して，把握されていることである。第2の差異として，通常の供給価格論では，

生是正に使用される同定設備は弘実には多期間にわたって稼動するのであるが，

その多j訪問を一括した 1則聞とみなして，期間ごとの状況の変化に注意を払わ

ない，またそうして筒略にした 1期のあとの状況にも注意を払わないのに対し，

短期供給価悔は期間ごとの予怨状況のちがいに注日する。 HIJ"者において投資や

価格は無時間の静態的枠組でとらえられている。それと)'1，り後者におし、てはそ

れらが動態的にしたがっていっそう現実的に理解されているといえよう o 意思
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決定に直南する経済主体は，多かれ少なかれ，時間の経過とそれにともなう状

況の変化を念頭においているからである川。
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